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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスを経営環境の変化に迅速に対応し、お客様や株主様等のステーク・ホルダーの皆様の期待に応えるため、下記
のとおり、経営の迅速性・健全性・透明性を確保することにあると理解しております。

a. 経営の迅速性 ～ 経営意思決定の迅速化

b. 経営の健全性 ～ 経営監視機能の強化、リスク管理の強化、コンプライアンス体制の充実

c. 経営の透明性 ～ 適時、適切な情報開示

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則5-2　経営戦略や経営計画の策定・公表】

当社が属するファッション小売業界は、トレンドの移り変わりや顧客ニーズの多様化が極めて速く、市場環境が短期間でダイナミックに変化する特
性を有しております。このような環境下において、数年先の固定的な数値目標を伴う中期経営計画を策定することは、かえって経営の柔軟性を損
ない、急激なトレンド変化への機動的な対応を遅らせるリスクがあると考えております。

そのため当社は、あえて固定的な中期経営計画を策定せず、市場の波に迅速かつ柔軟に適応する経営体制を重視しております。具体的には、中
長期的な経営ビジョンやブランド戦略といった定性的な方向性を明確に示した上で、具体的な数値目標については単年度ごとに精緻な事業計画
を策定しております。さらに、月次・四半期ベースでの緻密な動向分析に基づく見直しを行い、経営資源の迅速な再配分を行うことで、持続的な成
長と企業価値の向上に努めております。

　

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【補充原則1-2-4】

当社は、書面による議決権行使に加えて、2021年５月開催の株主総会より、全ての株主様に向けてスマートフォンやインターネット等による電子媒
体を通した議決権行使を可能とする体制を整備しています。

【原則1-4　政策保有株式】

当社は、取引関係の強化によって得られる当社グループの利益と投資額等を総合的に勘案して、いわゆる政策保有株式として上場株式を保有し
ております。政策保有株式については、取締役会において、その保有目的が適切か等、保有の適否について検証を行った結果、価格変動等のリ
スクを考慮してしてもなお経済的メリットがあると判断したものであります。

政策保有株式の議決権の行使につきましては、株主価値の向上に資するものかを判断した上で適切に議決権を行使いたします。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

当社が当社役員や主要株主等との取引(関連当事者間の取引)を行う場合には、会社や株主共同の利益を害することのないように、当該取引につ
いて、取締役会において慎重に検討いたします。

関連当事者間の取引については、会社法及び関連当事者の開示に関する会計基準の規定に従って、開示いたします。

【補充原則2-4-1】

当社は、鋭い感性と豊かな個性を持つ女性や、多様な発想を持ち合わせる外国人、また様々な経験を有する中途採用者の管理職への登用等、
人材の多様性の確保が企業の持続的成長に繋がるとの認識を有しており、積極的に取り組んでいます。

また、毎年、新卒で300名程度の採用を実施しておりますが、その８割は女性で、外国人留学生もここ数年、数名の採用実績となっています。中途
採用は、通年で実施しており、毎年200名程度を、即戦力で採用しています。長期的な企業価値向上に向けて、その能力を十分に発揮できるよう、
人材育成に取り組むとともに、職場環境や公正な処遇の維持向上に努めてまいります。

女性の管理職への登用については、積極的に行っており、女性管理職比率は69.6％（中期目標76％）、女性店長比率は85％に上り、女性のライフ
ステージを考慮して、出産や育児などがキャリア形成に不利にならない体制を整えています。

外国人の管理職への登用については、当社の人事制度上、制限や制約を設けておりませんが、当企業集団の活動がほぼ国内に限られることか
ら、応募者の絶対数も少なく、採用数も相対的に少ないため、具体的な目標を示す段階にはありません。

中途採用者の管理職への登用については、当社の管理職はほぼ中途採用者であるなど、既に企業集団全体の管理職に示す比率が相対的に高
い水準にあるため、改めて目標を設定することはいたしておりません。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金制度を採用しておりません。



【原則3-1　情報開示の充実】

当社は、会社の財政状態・経営成績等の財務情報や、経営戦略・経営課題、リスクやガバナンスに係る情報等の非財務情報について、法令に基
づく開示を適時適切に行うとともに、株主との建設的な対話を行うために、法令に基づく開示以外の情報提供にも積極的に取り組んでおります。ま
た、合理的な範囲において、英語での情報開示・提供を進めております。

(経営理念・経営戦略・経営計画の開示)

社是　常に新しいファッションライフの提案を通じて社会に貢献する

経営理念　http://www.palgroup.holdings/company/vision.php

経営計画　決算短信・決算説明会資料等において開示しております。

(コーポレートガバナンスの基本方針の策定・開示)

基本的な考え方は１に記載の通りです。基本方針についてはコーポレートガバナンスガイドラインを制定しております。

(経営陣幹部、取締役・監査役候補の選解任方針と手続き)

取締役会では、経営陣幹部の選解任にあたっては、性別、年齢及び国籍の区別なく、それぞれの人格及び識見等を十分考慮のうえ、その職務と
責任を全うでき、かつ株主からの受託者責任を認識し、会社や株主共同の利益のために行動できる適任者を指名・選任する方針としています。

なお、取締役候補者の指名の手続としては、上記方針に従い、指名・報酬委員会の答申に基づき、取締役会の決議により決定しています。

【補充原則3-1-2】

当社は、海外投資家向けに情報の開示・提供を積極的に進めており、株主総会の招集通知や、決算短信、適時開示、決算説明会資料、決算サマ
リーなどの開示書類に、英訳版を併せて開示しております。

【補充原則3-1-3】

当社は、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティ（持続可能性）を巡る課題が、社会にとって重要な課題であるとともに、当社事業の継続
的・持続的成長の観点から重要な課題であることを認識し、2019年11月にサステナビリティ委員会を設置いたしました。同委員会は、グループ企
業を横断して選出したメンバーで構成し、「環境」と「人権」の２つのテーマから抽出した課題について、取り組むべき優先順位を決め、積極的・能動
的に取り組んでおります。

環境負荷の軽減では、店舗照明のLED化、「サプライヤー行動規範」を定めて責任ある調達体制の確立、環境負荷に配慮した商品開発、PBP Cot

ton Fundationとの取り組み、従業員向けサステナビリティ講座の実施等を行っています。

また、2021年に気候変動リスク管理委員会（2023年にサステナビリティ委員会と統合）を設置し、サステナビリティ委員会と並行して、気候変動への
対応戦略を立案、実行、結果のモニタリング、経営へのリスクアセスメントを行っています。

人権尊重の取り組みでは、「パルグループ人権方針」を制定し、人権啓発に取り組んでいます。

また、女性管理職の登用を積極的に行い、女性管理職比率は69.6％、女性店長比率は85％に上り、女性のライフステージを考慮して、出産や育
児などがキャリア形成に不利にならない体制を整えています。

さらに、障がい者雇用も積極的に行っており、店舗等においての就労機会の拡大と就労の質の向上に努め、2025年11月末現在、障がい者雇用率
は3.0％と、現行の法定雇用率2.5％及び2026年７月からの法定雇用率2.7%を上回っております。

また、2020年２月以降、毎年「サステナビリティ・レポート」を開示しています。

（http://www.palgroup.holdings/sustainability/）

パルグループの経営理念は、「社員と株主みんなの幸せのための経営」であり、社員が幸せな状態とは、社員一人ひとりが「自主性・自発性」を発
揮できる状態だと考えております。「自発性を発揮して成果を出した社員が、きっちりと評価され、自発性を発揮して提案をすることが歓迎される」
そのような風土が、自発性を促し、社員一人一人のパフォーマンスが上がり、結果的に会社の成長につながると考えております。そうした環境をよ
り強化していくために、さまざまな制度や仕組みを整備し、パルグループのパワーの源である「社員の自主性・自発性」を引き出しています。

なお、キャリアプラン、インセンティブ制度、ワークライフバランスなど詳細は当社ホームページに記載しております。(https://palgroup-recruit.jp/wo
rkplace/)

また、推進中の「好感度ライフスタイル提案型の生活産業」戦略に伴い、新ブランドや新たな商材の開発が進んでおりますが、著作権・商標権、意
匠権等の知的財産権につきましても、適切な管理体制の整備・維持をしつつ、継続的な投資を行ってまいります。

【補充原則4-1-1取締役会と取締役会の権限】

取締役会は、取締役会規程において、法令に準拠して、取締役会で決議するものを明確にしています。また、社長、本部長、事業部長等が決裁で
きる範囲は決裁規程で明確にし、円滑な意思決定の促進及び効率的な業務執行を図っております。

【原則4-8】

当社は、監査役会設置会社ですが、経営の監督における取締役会の独立性及び客観性を確保する観点等から、10名の取締役のうち４名を独立
社外取締役で構成しています。

【原則4-9　独立性基準】

独立社外取締役の独立性判断基準としては東証の独立性基準を採用しております。

【補充原則4-10-1】

当社は、監査役会設置会社であり、取締役の員数は10名、うち独立社外取締役は４名です。経営陣幹部・取締役・監査役の指名や報酬などに係
る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的として、独立社外取締役を委員長、また過半数が独立社外取締役とする指
名・報酬委員会を設置しております。同委員会は、取締役会により設置された任意の諮問機関であり、取締役等の人事指名、個別報酬、報酬制度
の変更等について、ジェンダー等の多様性やスキルの観点を含め、取締役会あて答申を行います。答申を受けて、取締役会は各事項を多角的に
議論し決定いたしますが、個別報酬については、代表取締役会長へ一任としています。

【原則4-11-1　取締役会全体の知識・経験・能力のバランス等に関する方針】

取締役会は、社外取締役に加え、専門知識や経験等のバックグラウンドが異なる多様な取締役で構成するとともに、その機能が最も効果的・効率
的に発揮できる員数を選任します。また、監査役には、財務・会計・法務に関する十分な知見を有する者を１名以上選任します。

当社は、取締役会を、豊富な経験、高い見識、高度な専門性・能力を有する人物により構成することとしております。この取締役に求める要件を明
確化した、「取締役スキルマトリクス」につきまして、別紙の通り開示いたします。

【原則4-11-2　社外役員の兼任状況の開示】



取締役・監査役は、その役割・責務を適切に果たすために、他の上場会社と兼任する場合には、兼任する上場会社の規模・事業内容・所在地・兼
任する職位等に鑑み、当社の取締役会、監査役会の事前準備及び出席に支障が発生しない合理的な兼任を基準としております。

なお、取締役の重要な兼任の状況については、株主総会招集通知に記載しております。

【補充原則4-11-3　取締役会全体の実効性の分析・評価】

取締役・監査役に対して、本年３月にアンケート調査を実施・分析を行い、今後の課題等について検討いたしました。その結果、当社取締役会は概
ね適切に機能しており、取締役会として実効性が確保されていると判断いたしました。

【原則4-14-2　取締役・監査役のトレーニング】

当社では、取締役や監査役、執行役員に必要とされる資質を備えた人材を登用することに加え、必要な研修や情報提供を実施することも重要で
あると考えています。当社では、取締役、執行役員及び監査役に対し、法令上の権限および義務等に関する研修を実施し、必要に応じて外部機
関の研修も活用しており、これに加え、社外取締役及び社外監査役を新たに迎える際には、当社が属する業界、当社の歴史・事業概要・戦略等に
ついて研修を行っております。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するために、株主様との間で建設的な対話（面談）をＩＲ活動として、積極的に行っていま
す。この対話（面談）の対応につきましては、代表取締役社長の出席を含め、ＩＲ担当の取締役によって、本決算後、中間決算後の定期的な場面の
みならず、株主様からのリクエストに応じて、臨機応変に臨んでおります。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年4月7日

該当項目に関する説明

当社は、企業価値・株主価値の向上のため、資本コストを上回るリターンを創出し続けることが極めて重要との方針のもと、資本の効率化と収益
性を重視した経営管理を行っております。

2026年２月期のROEは22.9%であり、試算された資本コスト5.86%を大幅に上回っており、17%超の極めて高いエクイティスプレッドを維持しておりま
す。

今後も、高付加価値創造企業として、成長投資を継続し、ROE12%以上を安定的に維持し続けられるよう、資本効率を重視した高効率経営に努め
て参ります。

詳細は、2026年２月期通期決算説明会資料15ページ「資本コスト」に掲載しております。

決算説明会資料

https://www.palgroup.holdings/wp/wp-content/uploads/2026/04/1b76b95e314c9473b1d2ec6c7daa1b3b-1.pdf

キャッシュアロケーション

成長投資と安定的な株主還元を重視したキャッシュアロケーションを行うことを基本方針とします。成長ドライバーである販売網(店舗・EC)や商品
力等の事業強化、並びに情報セキュリティや基幹システム等の経営基盤強化の為の成長投資を優先し、合わせて、M&Aや海外出店、新技術や知
財への投資機会も探って参ります。今後3年間の営業キャッシュフローのうち、約６割を成長投資へ振り向け、残りの約４割で株主還元と手元資金
確保を実施します。

業界特有の景気敏感性及び季節性を考慮し、安定的な事業運営に必要な資金をネットキャッシュ(現預金-借入金)で月商の3ヶ月分とし、単年度で
は判定せず、中期的な投資機会を慎重に見極めながら、適正な現預金水準の維持に努めて参ります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社スコッチ洋服店 62,795,680 36.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 18,110,700 10.43

井上隆太 9,847,344 5.67

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8,301,300 4.78

株式会社三井住友銀行 4,708,192 2.71



株式会社三菱ＵＦＪ銀行 4,393,760 2.53

HSBC-FUND SERVICES HSBC-006 MF EFM 3,610,000 2.08

ＪＰモルガン証券株式会社 2,897,145 1.67

公益財団法人パル井上財団 2,400,000 1.38

THE NOMURA TRUST AND BANKING CO., LTD. AS THE TRUSTEE OF REPURCHASE AGREE

MENT MOTHER FUND
1,785,100 1.03

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．上記のほか、当社所有の自己株式（11,441,694株）があります。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　　　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口）　　　 18,110,700株

　　　　　　　株式会社日本カストディ銀行（信託口） 　　　　　　　　　　8,301,300株

３．2026年２月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友DSアセットマネジメント株式会社及びその共
同保有者が2026年１月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、株式会社三井住友銀行を除き、当社として2026年２月
28日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 ： 三井住友DSアセットマネジメント株式会社

住所 ： 東京都港区虎ノ門１丁目17番１号　虎ノ門ヒルズビジネスタワー26階

所有株式数 ： 2,790,300株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 1.51％

氏名又は名称 ： 株式会社三井住友銀行

住所 ： 東京都千代田区丸の内１丁目1番２号

所有株式数 ： 4,708,192株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 2.54％

４．2025年９月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社みずほ銀行及びその共同保有者が2025年
８月29日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、株式会社みずほ銀行を除き、当社として2026年２月28日現在における実
質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。当社は2025年９月11日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま
すが、下記の保有株式等の数は当該株式分割前の株式数を記載しております。

氏名又は名称 ： 株式会社みずほ銀行

住所 ： 東京都千代田区大手町１丁目５番５号

所有株式数 ： 348,480株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 0.38％

氏名又は名称 ： アセットマネジメントOne株式会社

住所 ： 東京都千代田区丸の内１丁目８番２号

所有株式数 ： 4,680,100株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 5.06％

５．2025年９月30日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三菱ＵＦＪ銀行及びその共同保有者が2025
年９月22日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、株式会社三菱ＵＦＪ銀行を除き、当社として2026年２月28日現在におけ
る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 ： 株式会社三菱ＵＦＪ銀行

住所 ： 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

所有株式数 ： 4,393,760株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 2.37％

氏名又は名称 ： 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

住所 ： 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

所有株式数 ： 1,463,400株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 0.79％

氏名又は名称 ： 三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社

住所 ： 東京都港区東新橋１丁目９番１号



所有株式数 ： 857,100株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 0.46％

氏名又は名称 ： 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

住所 ： 東京都千代田区大手町１丁目９番２号

所有株式数 ： 348,794株

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 ： 0.19％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 2 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)



氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

新井良亮 他の会社の出身者 △

三浦清 他の会社の出身者 △

金谷卓実 他の会社の出身者 △

中澤未生子 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

新井良亮 ○

＜略歴＞

1966年４月　日本国有鉄道入社

1987年４月　民営化により東日本旅客鉄
道株式会社入社

2000年６月　同社取締役事業創造本部担
当部長

2009年６月　同社代表取締役副社長

2012年６月　株式会社ルミネ代表取締役
社長

2017年６月　同社取締役会長

2017年６月　株式会社埼玉りそな銀行社
外取締役

2019年６月　株式会社ルミネ取締役会長
退任

2019年６月　公益財団法人日本鉄道広告
協会会長（現任）

2022年７月　株式会社ルミネ顧問

2022年10月　株式会社脱炭素化支援機
構社外取締役（現任）

2024年５月　当社社外取締役（現任）

2024年７月　近未来設計株式会社代表取
締役社長

2025年４月　同社会社再編により社名変
更、IT tower TOKYO合同会社社長・CEO

（現任）

2025年６月　株式会社埼玉りそな銀行社
外取締役退任

＜招聘理由＞

電鉄や流通業界での豊富な企業経営経験によ
り培われた高い見識を持たれているため。

＜独立役員指定理由＞

当社グループが出店する株式会社ルミネの出
身ですが、2019年６月以降は取締役を外れ、
現在は顧問として経営陣にアドバイスをする立
場であり、同社の取締役会への出席もしていな
いことから、業務執行者には該当せず、独立性
は十分に確保されているものと判断しておりま
す。



三浦清 ○

＜略歴＞

1980年４月　株式会社住友銀行（現 株式

会社三井住友銀行）入行

2000年10月　同行江坂法人部長兼江坂ビ
ジネスローンプラザ所長

2010年４月　同行執行役員大阪北法人営
業本部長

2012年４月　同行常務執行役員法人部門
副責任役員（西日本担当）

2014年４月　同行退職

2014年５月　株式会社関西アーバン銀行
顧問

2014年６月　同行代表取締役兼副頭取執
行役員

2018年４月　株式会社関西みらいフィナン
シャルグループ執行役員

2019年４月　株式会社関西みらい銀行代
表取締役兼副社長執行役員

2020年４月　株式会社SMBCヒューマン・
キャリア取締役会長

2022年６月　CKD株式会社社外監査役
（現任）

2022年10月　株式会社サエラファーマ
シーズ顧問（現任）

2025年５月　当社社外取締役（現任）

＜招聘理由＞

金融機関における長年の経験と、会社経営者
としての経験も豊富であるため。

＜独立役員指定理由＞

当社のメインバンクである株式会社三井住友
銀行の出身者でありますが、預金が借入金を
大幅に超過する当社の財政状況から観て、当
社と同行との取引関係において、意思決定に
対して影響を与え得る取引関係は無いと判断
しております。

また、2014年に同行を退職しており、相当の年
数が経過していることから、独立性は十分に確
保されているものと判断しております。

金谷卓実 ○

＜略歴＞

1988年４月　株式会社三和銀行（現 株式

会社三菱UFJ銀行）入行

2010年10月　三宮支社長

2015年６月　執行役員 西日本エリア支店

担当並びに九州エリア担当

2017年６月　株式会社T&Tアド代表取締
役社長

2019年６月　三菱UFJリサーチ＆コンサル
ティング株式会社取締役専務執行役員
（現任）

2026年５月　当社社外取締役（現任）

＜招聘理由＞

金融機関における長年の経験と、会社経営者
としての経験も豊富であるため。

＜独立役員指定理由＞

当社の準メインバンクである株式会社三菱UFJ
銀行の出身者でありますが、預金が借入金を
大幅に超過する当社の財政状況から観て、当
社と同行との取引関係において、意思決定に
対して影響を与え得る取引関係は無いと判断
しております。

また、2017年に同行を退職しており、相当の年
数が経過していることから、独立性は十分に確
保されているものと判断しております。

中澤未生子 ○

＜略歴＞

2002年10月　久保井総合法律事務所入
所

2017年４月　エマーブル経営法律事務所
代表（現任）

2017年９月　大阪成蹊短期大学調理製菓
学科製菓コース衛生法規講師

2018年11月　大阪府経営革新計画承認
等審査会審査委員

2019年３月　大阪経済大学中小企業診断
士養成課程講師

2019年４月　大阪家庭裁判所家事調停委
員

2019年６月　株式会社i-plug社外監査役
（現任）

2022年５月　当社社外監査役

2023年１月　株式会社エマーブルコンサ
ルティング代表取締役（現任）

2023年６月　東洋シヤッター株式会社社
外取締役（現任）

2026年５月　当社社外取締役（現任）

＜招聘理由＞

弁護士として企業法務に詳しいだけでなく、企
業経営にも明るく、専門的な知見を持たれてい
るため。

＜独立役員指定理由＞

当社の社外監査役として、2022年５月から４年
間当社の監査に貢献されましたが、業務執行
者には該当せず、独立性は十分に確保されて
いるものと判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）



指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

2021年１月に指名・報酬委員会を設置し、適宜開催しております。

当社では、当該委員会が指名委員会と報酬委員会の双方の機能を担っております。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

内部監査室、監査役及び会計監査人は、それぞれの監査計画の策定及び実施等において相互に連携する他、その監査結果の報告及び結果に
対する意見交換を通して情報を共有化し、監査の効率化と強化に努めております。これらの監査に基づく結果や情報は、取締役会による執行部
門への監督の内容に反映される他、代表取締役の指示を通じて内部統制に係る各管理部門（子会社管理を含む。）による業務フローの整備及び

ＩＴシステムの整備等に反映されています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

平野惠稔 弁護士 ○

小田切智美 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

平野惠稔 　

＜略歴＞

1989年４月　大阪弁護士会登録

　　　　　　　　大江橋法律事務所（現 弁護

士法人大江橋法律事務所）入所

1995年４月　同事務所パートナー

2002年８月　弁護士法人大江橋法律事務
所社員（現任）

2014年６月　株式会社ベネフィットジャパン
社外監査役

2020年５月　当社社外監査役（現任）

2021年６月　株式会社ベネフィットジャパン
社外取締役（監査等委員）（現任）

＜招聘理由＞

弁護士としての専門的な見識を当社の監査に
反映していただくためであります。

同氏は、過去に社外取締役または社外監査役
となること以外の方法で会社の経営に関与した
ことはありませんが、上記の理由により、社外
監査役としての職務を適切に遂行することがで
きるものと判断しております。

小田切智美 ○

＜略歴＞

2000年10月　朝日監査法人（現・有限責
任あずさ監査法人）入所

2019年７月　同所退所

2019年８月　タンゴヤ株式会社（現グロー
バルスタイル株式会社）常勤監査役

2022年７月　BABYJOB株式会社 非常勤

監査役

2022年７月　株式会社シナプスイノベー
ション 非常勤取締役

2024年５月　BABYJOB株式会社 非常勤

取締役（監査等委員）

2024年11月　BABYJOB株式会社 常勤取

締役（監査等委員）（現任）

2025年６月　京阪神ビルディング株式会
社 非常勤取締役（監査等委員）（現任）

2026年５月　当社社外監査役（現任）

＜招聘理由＞

公認会計士としての長年の経験により培われ
た高度な専門性を有しており、その知識・経験
に基づき客観的な立場から適切に監査・監督
を行い、経営の健全性確保に貢献いただける
ものと判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

2026年５月末日現在　実施しておりません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

事業報告に取締役の報酬等の総額及び社外取締役の報酬等の総額を記載しております。また、連結報酬等の総額が１億円以上の者は、有価証
券報告書において個別開示を行っております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役及び監査役に対する報酬等は、当社定款第22条及び第28条において、それぞれ、株主総会の決議をもってこれを定めることとしています。

取締役に関しましては、2025年５月28日開催の第53回定時株主総会において、年額1,500百万円以内（但し、使用人兼務取締役の使用人分給与
は含まない。また、内、社外取締役分を50百万円以内とする）と決議いただいています。

監査役に関しましては、2007年５月24日開催の第35回定時株主総会において、年額100百万円以内と決議いただいています。

なお、2013年５月29日開催の第41回定時株主総会において、第42期以降は取締役及び監査役の賞与は、既にご承認いただいている報酬の範囲
内で支給することとし、役員賞与支給決議案を株主総会に上程しないことについてご承認いただいています。

当社では2021年１月13日開催の取締役会において、独立社外取締役を委員長とし、独立社外取締役２名、代表取締役１名の計３名から構成され
る「指名・報酬委員会」が設置されました。指名・報酬委員会は、取締役会の諮問に基づき、内規に基づいた報酬制度及び、報酬限度の範囲内
で、取締役及び監査役の個別報酬に関する事項を審議し、取締役会へ答申します。答申を受けて、取締役会は各事項を多角的に議論し決定いた
しますが、個別報酬については、代表取締役会長へ一任としています。

委任した理由は、当社グループ全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の職務執行の評価を行うには、グループ全体を俯瞰している代表取締役会
長兼社長児島宏文が最も適していると判断したためであります。また、代表取締役会長は、指名・報酬委員会(構成員の過半数を社外取締役が占
める)に承認されたルールに則って、個人別の報酬を算定していることから、恣意的な決定がなされず権限が適切に行使されるための措置が講じ
られております。

取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針
と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断します。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役につきましては、取締役会において、内部監査、監査役監査及び会計監査等その他内部統制及びコンプライアンス等に係る重要事項
の報告を受けることにより情報を共有する他、必要な場合は意見を表明します。社外監査役につきましては、監査役の一員であり、「監査役、会計
監査人、内部監査部門の連携状況」に記載の通りであります。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

井上英隆 相談役 経営全般に関する助言 非常勤・報酬有 2024/5/29
2026年5月27日か
ら1年

松尾勇 顧問
経営全般に関する助言および指
導

非常勤・報酬有 2025/11/11
2025年11月11日
から1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

―――



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、監査役会設置会社であり、３名の監査役で監査役会を構成しております。社外監査役は２名であります。取締役は10名で取締役会を構
成しており、社外取締役は４名であります。原則として監査役を含む役員全員が出席する定例取締役会を、月１回定期的に開催しております。

当社では、社外役員の招聘による経営監視機能の強化に努め、経営方針・経営戦略に中立性・客観性を確保しております。また、取締役の責任
を明確にするため、平成18年５月開催の株主総会にて定款変更を行い、取締役の任期を短縮し１年としております。また、業務執行機能の迅速
化・強化のために、執行役員制度も導入しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え」を実現するため、上記の「コーポレート・ガバナンスの体制」を採用しており、執行役員
制度の導入等により経営の迅速性を図り、監査役設置会社形態を基本に経営監視機能の強化を図るとともに各種委員会を設置し独立性のある
社外取締役や社外監査役の招聘等により経営の健全性即ち経営方針・経営戦略に中立性・客観性を確保しております。また、投資者が当社への
投資価値を的確に判断するために必要な会社情報を適時適切に開示する体制を構築しております。

　（適時・適切な情報開示体制)

当企業集団は、投資者が当社への投資価値を的確に判断するために必要な会社情報を適時適切に開示することを基本姿勢として、ディスクロー
ジャーポリシーを制定し、開示基準を明確化しております。重要な内部情報は、所定の手続きを経て、内部情報管理担当役員にて一元管理され、
開示に関する役員連絡会にて開示基準に合致すると判断された重要情報は、手続き上可能な限り迅速に開示しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

電磁的方法による議決権の行使 インターネット、スマートフォンによる議決権行使を採用しています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加してい
ます。

招集通知（要約）の英文での提供
当社ホームページ及び東京証券取引所のウェブサイトに、招集通知（要約）の英文を掲載
しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシー

https://www.palgroup.holdings/wp/wp-content/uploads/2025/06/dbc02ee03d
4cc80c03ab93b3cf27a702.pdf

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第２四半期及び期末の決算発表後に定期的にアナリスト、機関投資家向けの
決算説明会を開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
毎四半期の決算短信（和文・英文）、第２四半期及び期末の決算発表後に開
催される決算説明会の資料（和文・英文）、また月次売上概況を当社ホーム
ページに定期的に掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
一般投資家に対しては総務部を担当部署とし、アナリスト、機関投資家に対し
ては経営企画部を担当部署としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社では、ＮＰＯ法人「地球と未来の環境基金」（ＥＦＦ）が奈良県吉野町で行う生物多様性
を促進するための広葉樹の植林活動に協賛し、「ＰＡＬフォレスト植林活動」として、2010年1
1月の第１回の植樹を手始めに、毎年、社内でボランティアを募り、積極的に参加しており
ます。

この活動は、生物多様性を促進することで地球温暖化対策となるとともに、山林の貯水機
能を強化し、豊かな水を蓄えることが出来るほか、災害防止の一助となるものです。

また、平成25年９月に「一般財団法人パル井上財団」を設立し、平成26年４月に公益財団
として認可を受け、ファッション産業や関連する分野の人材育成を目的として、奨学金の給
付を実施しております。

令和６年７月には、奈良県吉野郡下市町に廃校を利活用した衣食住遊働学健の複合型施
設「KITO forest market shimoichi」を開業しました。開業にあたっては、地元から約30名を

雇用。10代から60代と幅広い世代が活躍しています。

開業以来、数多くのお客様にご来場いただいており、吉野地域の新たな地域活性化拠点と
して、今後も新たな取り組みを行ってまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

会社情報を適時適切に開示することを基本姿勢として、ディスクロージャーポリシーを制定
し、開示基準を明確化しております。重要な内部情報は、所定の手続きを経て、内部情報
管理担当役員にて一元管理され、取締役会にて開示基準に合致すると判断された重要情
報は、手続き上可能な限り迅速に開示しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(A)内部統制システムに対する基本的考え方

　当社は、内部統制システムを、業務の有効性・効率性、コンプライアンス、財務報告の信頼性、資産保全を図り、お客様や株主その他ステークホ
ルダーの皆様との信頼関係を深め、社会的責任を重視した経営を持続的に推進するため、その支えとなる主として下記の体制・システムと理解し
ております。

ａ.コンプライアンス体制

ｂ.リスク管理体制

ｃ.子会社管理体制

ｄ.取締役の職務の効率性を確保するための体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(B)内部統制システムの整備状況

ａ.コンプライアンス体制

　『企業行動憲章』及び『従業員行動規範』を制定・文書化し、企業文化として定着するよう全従業員への徹底を心がけております。コンプライアン
ス委員会の管理のもと、内部通報制度として、法律事務所と提携し内部通報ホットラインを設置しており、社員に対してその周知を図り、かつその
適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題の把握と解決に努めております。

ｂ.リスク管理体制の整備状況

　当社の事業内容や経理・財務状況等におけるリスクを役員及び幹部職員で構成するリスク管理委員会にて掌握し、役員、幹部職員が共有化し、
部門別に管理しております。また、万一リスクが発生した場合、またはリスクの発生が予見される場合は、リスクの内容及び程度等に応じて、社長
を本部長とする対策本部を設置し、顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを適切に組織する等、損害の拡大を防止しこれを最小限に止
めるよう、迅速な対応を行います。

ｃ.子会社管理体制

　各子会社は、当社からの経営管理・指導内容、または当社との間の取引・会計処理が、コンプライアンス上、問題があると認めた場合や自社に
おいて、コンプライアンスやリスクに関する重要な事象が発生若しくは発生が予見される場合には、内容に応じて、速やかに当社の内部監査室な
ど関係各部室に直接報告するものとし、当該報告を受けた部室は、当社の場合に準じた対応をする一方で、監査役にも遅滞無く報告を行うことと
しています。

ｄ.取締役の職務の効率性を確保するための体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・取締役、取締役会及び業務執行の状況

　取締役会は、監査役の出席のもと、原則として毎月１回、その他必要に応じて開催し、年度計画や経営計画に基づく各執行ラインの活動を、そ
の進捗状況に関する実績報告を通して、業務執行状況を監督し、経営上の重要事項を審議・決定しております。なお、取締役の職務の執行に対
する監督機能を高めるため、複数の社外取締役を選任し、適時適切な助言をいただいております。

　業務の執行は、代表取締役社長が、取締役会の決定した基本方針に基づき、業務執行上の最高責任者として、当社の業務を統括しておりま
す。各取締役の業務の執行は、業務分掌規程、職務権限規程に基づいて行われております。また、執行役員制度を導入し、業務執行機能の迅速
化を図っています。

・顧問弁護士

　弁護士法人大江橋法律事務所と顧問契約を締結している他、内部通報制度上の通報ラインの窓口業務やその他の法的サービスを継続的に受
けております。

・委員会等

*グループ経営会議

　グループ全体の事業戦略、経営課題、財務事項など重要事項の審議や通達を行う機関として、当社取締役及びグループ中核会社社長をメン
バーとする「グループ経営会議」を３ヵ月に１回定期的に開催しております。

* コンプライアンス委員会

　取締役会の諮問機関として、コンプライアンスに関する基本方針に付いて、検討し答申いたしております。

* リスク管理委員会

　取締役会の諮問機関として、リスク管理・危機管理に関する基本方針に付いて、検討し答申いたしております。



・監査役、監査役会及び監査の状況

　当社は監査役会設置会社であり、監査役３名のうち２名が社外であります。監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、適時適切な意見の
表明、または助言を通して、若しくは監査役会で策定された監査方針及び監査計画に基づく業務や財産の状況の監査を通して、取締役の業務執
行を監査しております。また、いつでも取締役等に対し報告を求めることができる他、代表取締役との定期的な意見交換会の場も設けております。

　また、監査役は、会計監査人や内部監査室と情報を共有化しており、監査の効率化と強化に努めております。この他、監査業務に必要な場合に
は、外部専門家の助言を受ける機会は保証されており、補助者の配置等も要求できます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社では、従来から、反社会的勢力とは一切の接触を持たず、反社会的勢力には毅然とした対応をすることを基本方針とし、総務部が、弁護
士・警察等と緊密に連携を取りつつ対応する体制をとっております。

　その方針及び取り組み姿勢は、企業行動憲章、パル従業員行動規範、マニュアル等に記載し、全役職員に対し、周知徹底を図っております。ま
た、総務部を窓口として、警察、企業防衛対策協議会等と反社会的勢力に関する情報の交換を行い、必要な情報は、イントラネット掲載、朝礼そ
の他の会議体での連絡等を通じて、全役職員に対し、周知徹底を図っております。

　その他に、当社の所定契約書には全て暴排条項を明記するとともに、契約締結手続に関する社内のルールについても改定し、反社会的勢力の
排除に向けた体制整備を行っております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特に定めておりません。買収防衛策につい
ても、現時点では、特に導入しておりませんが、企業価値を損なうような買収に対応するため、弁護士等専門家のアドバイスを受けつつ、社内で株
式会社の支配に関する基本方針についての検討を重ねてまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

会計監査の状況

1.会計監査人及び会計監査の状況

　当社は、有限責任 あずさ監査法人との間で、監査契約を締結しており、法律の規定に基づいた会計監査を実施しております。必要に応じて、監

査役へは、監査報告・意見交換により、情報を共有化しており、監査の効率化と強化に努めております。なお、当社と当社の会計監査人若しくは監
査に従事する当該監査法人の業務執行社員との間には、特別の利害関係はありません。

2.会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社の会計監査人においてその職務遂行に関する公正さの確保ができないものと合理的に疑うべき事情が判明した場合には解任または不再
任とします。

3.会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要

当社は、会計監査人と責任限定契約の締結は行っておりません。

適時開示体制の概要

1.適時開示の基本方針

　当社は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであることを十分に認識するとともに、常に投資者の視点
に立った迅速、正確且つ公平な会社情報の開示を行えるよう社内体制の充実に努め、投資者への会社情報の適時適切な開示について真摯な姿
勢で臨んでいます。

2.適時開示の社内体制

　当社では、経営企画本部長が情報取扱責任者として、経営者・各取締役並びに関連部門と密接な連携の下に情報の把握、資料の作成、開示を
行っています。

　情報取扱責任者は、社内の各種委員会メンバーであり、且つ主要会議に出席することにより、各部門の施策の進捗状況等の情報収集に努めて
います。

　情報開示担当部である総務部は、当該情報を開示基準等と照合し、情報管理責任者の承諾を得て、適宜情報を開示します。

3.適時開示のモニタリング

　適時開示のプロセスについては、内部監査室がモニタリングを行っています。





≪適時開示体制業務フロー≫

           ≪除、取締役会決議事項≫

  報告･提出

管理本部  　報告･連絡 グループ

  　報告･提出 事務局・所管部　　　　　リスク情報 各部 指示・指導 子会社等

総務部 営業本部

 グループ子会社情報

委員長 　 報告･連絡 　　　監査

社長

  　報告･提出 事務局・所管部　　　　　法令違反等

総務部

　　　　財務諸表に関する情報

 　          報告･提出 　  　承認       　　　　　　（四半期業績･中間決算短信･決算短信）

  　報告･提出 報告･提出 監査 会計監査人

承認 （監査法人）

            　　　　≪取締役会決議事項≫ 　　　　　　　通報（注）

                   財務諸表に関する情報             監査

                   決定事項に関する情報 報告（注） 　　　　コンプライアンス情報・リスク情報

                   発生事項に関する情報 　　　（注）内部通報制度～直接または弁護士経由

                   子会社に係る情報    　　　      監査役へ報告～法令違反・重大な損害

情報開示担当部

（総務部）   　  開示基準照合、指導・助言 主幹事

情報取扱責任者 証券会社

（経営企画本部長）

 　　　　　　開示（ＴＤネット）        開示（掲載）        開示（資料投函）

当社

ホームページ

取締役会 財務経理部

監査役会
全役職員

（注）

証券取引所 報道機関

情報管理

店舗開発
本部

責任者

（経営企画本部長）

コンプライアンス委員会

非
事

業
部

門

経営企画
本部

人事その他

情報保管部署

事
業

部
門

リスク管理委員会

各事業部・
各店舗

内部監査室



《取締役スキルマトリックス》 

 

  氏  名 当社における地位 

特に期待する知識・経験・能力 

企業経営 業界知識 SDG'S等 管理・財務 
リ ス ク 
マネジメント 

１ 児
こ

 島
じま

 宏
ひろ

 文
ふみ

 代表取締役会長兼社長 〇 〇 〇 〇 〇 

２ 渡
わた

 辺
なべ

 隆
たか

 代
よ

 取 締 役 副 会 長 〇  〇 〇 〇 

３ 井
いの

 上
うえ

 隆
りゅう

 太
た

 専 務 取 締 役 〇 〇 〇  〇 

４ 為
ため

 田
だ

 招
あき

 志
ゆき

 取締役専務執行役員 〇 〇 〇 〇 〇 

５ 嶋
しま

 尾
お

 博
ひろ

 光
みつ

 取締役専務執行役員 〇 〇 〇 〇 〇 

６ 井
いの

 上
うえ

 真
ま

 央
なか

 取 締 役 〇  〇 〇 〇 

７ 新
あら

 井
い

 良
よし

 亮
あき

 社 外 取 締 役 〇 〇 〇 〇 〇 

８ 三
み

 浦
うら

   清
きよし

 社 外 取 締 役 〇  〇 〇 〇 

９ 金
かな

 谷
や

 卓
たく

 実
み

 社 外 取 締 役 〇  〇 〇 〇 

10 中
なか

 澤
ざわ

 未
み

 生
お

 子
こ

 社 外 取 締 役 〇  〇 〇 〇 

 


